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（小特集①）
農業農村整備を担う技術者の確保，育成に向けた北海道の取組み

安本　庸平

　農業土木技術者に求められる能力は，暗渠排水などの農地整
備や用排水路などの施設整備とったハードに関連する技術力の
みならず，関係農業者や地元関係者との調整や地域への提案な
ど，多岐にわたる。その能力は一朝一夕に得られるものではな
く，長年の経験が必要であり，経験豊富な熟練者から若手へと
その技術力を継承していくことが重要である。しかし，近年，
職員数の減少や年齢構成の変化により，技術力の継承や農業農
村整備の計画的な実施への影響が懸念されている。本報では，
情報発信や研修，地域への支援など，人材の確保や育成に向け
た北海道の取組みを紹介する。

（水土の知90-3，pp.3～4，2022）
農業土木技術者，技術力，継承，人材確保育成，情報発信，
研修

（小特集②）
秋田県における農村振興技術者の育成

舛谷　雅広

　人口減少や高齢化が加速する秋田県において，農業農村整備
を産業政策と地域政策の車の両輪で進めていく「農業振興技術
者」の人材育成は，最重要課題のひとつである。また，スマー
ト農業等の新技術に対応した技術力や，「あきた型ほ場整備」
の推進に必要な営農分野等との調整力の強化も不可欠である。
一方，技術力向上につながる自己研鑽やOJT，研修等の時間
を十分に確保できない等の課題が挙がり，研修をより効率的・
効果的に進めるための県独自の研修プログラムの実施や，大学
博士課程への職員派遣等の新たな取組みを始めた。本報では，
本県の人材育成の課題や取組み事例を紹介するとともに，今後
の展望や方向性について提案する。

（水土の知90-3，pp.5～8，2022）
農業振興技術者，農業土木技術職員研修計画，大学の博
士課程派遣，地域政策，土地改良区職員，都道府県間の
連携

（小特集③）
長野県における農業土木技術者確保・育成の取組み

宮嶋　裕樹・飯島　好文

　長野県では，令和元年東日本台風災害以降，毎年大きな災害
に見舞われていることなどを背景として，農業土木技術職員不
足が喫緊の課題としてクローズアップされた。一方，県の農業
土木技術職員は，50代が 6割を占め，近い将来を担う世代が
絶対的に不足している。また，職員採用試験の受験者数が減少
傾向にあり，思うように採用が進んでおらず，今後に大きな懸
案を抱えている。こうした状況に対応するために行っている人
材確保の取組みや，県，市町村，土地改良区を対象とした人材
育成の取組みについて報告する。

（水土の知90-3，pp.9～12，2022）
農業土木，技術職員，公務員，人材確保，人材育成

（小特集④）
静岡県における大学と連携した人材確保・育成

佐藤　欣久

　静岡県では，県内外の大学と連携し，県の農業農村整備事業
を担う農業土木技術職員として，また高齢化・過疎化が進む農
村の農業生産活動の維持に向けたパートナーとして，学生人材
の確保・育成に取り組んでいる。技術職員確保においては，近
年，Webを活用した就職説明会に力を入れており，採用する
職員の出身大学の多様化を進めている。また，農村振興におい
ては，農村と大学・企業等とのマッチングを推進しており，協
働活動を進めることで人材の確保・育成や農村資源を活用した
新たなビジネスの創造を進めている。今後も，本県農村の持つ
地域資源と，大学の持つ人的資源を連携し，新たな地域戦略に
生かしていきたい。� （水土の知90-3，pp.13～14，2022）

静岡県，人材確保，大学連携，ふじのくに美しく品格の
ある邑づくり，一社一村しずおか運動，見える化

（小特集⑤）
愛知県の農業土木職員の人材確保に向けた取組み事例

横田　真一・桒山　敏宏・沓名　祐矢

　農業土木を専攻する学生が減少する一方，愛知県農業土木職
員は今後短期間に多くの職員が退職を迎えることから，農業農
村整備を担う人材をいかにして安定的に確保していくかが課題
となっている。本報では，本県農業土木職員の人材確保に向け
た取組み事例を紹介する。

（水土の知90-3，pp.15～16，2022）
人材確保，学生の減少，農業土木職員の年齢構成，大学
との連携，愛知県

（小特集⑥）
兵庫県の農業農村整備における大学との連携による取組み

松岡　浩司

　兵庫県では，喫緊の課題である農業用ため池の保全・活用対
策について，神戸大学大学院農学研究科と連携して取組みを進
めている。堤体改修事業においては，GCL（ジオシンセティッ
ククレイライナー）を用いた遮水シート工法の標準化に向けて，
耐震性能を評価し，浸潤線の設定方法や安定計算の手法を検討
している。また，ため池の治水利用として，空き容量を利用し
た雨水の一時貯留を促進するため，丹波地域をモデルに水文
データから確率流入量（設定可能な空き容量）を算出し，貯水
位管理のための早見表を作成した。技術公務員の育成・確保と
いう観点からも，大学との連携・交流は有意義であり，このよ
うな取組みを継続したいと考えている。

（水土の知90-3，pp.17～20，2022）
兵庫県，農業農村整備，大学連携，ため池，遮水シート
工法，ため池の治水利用



（小特集⑦）
愛媛県の人材確保・育成の取組み事例

笠見　隆俊

　愛媛県では，農業農村整備事業に従事する技術職員が20年
前の 185名から 141名まで減少（24％減）する一方，農業農
村整備事業費は約70億円前後で推移しているため，職員おの
おのへの負担増に直面している状況にある。採用の募集数を増
加するものの，近年定員割れの状況が続くなど，優秀な人材の
確保が喫緊の課題となっている。このため，農業農村整備事業
に従事する技術職員の確保に向け，地元の愛媛大学との連携や
人材確保や育成について，さまざまな取組みを行っている。本
報では，本県の取組みについて紹介する。

（水土の知90-3，pp.21～24，2022）
人材確保，人材育成，研修，大学との連携，インターンシッ
プ

（小特集⑧）
未来を切り拓く農村振興技術者の育成

島内　利昭

　農業農村整備に携わる技術職員の世代交代が加速する中，若
手・中堅職員が中核的な役割を担い，農業・農村を取り巻く情
勢の変化に速やかに対処することができるよう，佐賀県におい
て実施した人材育成や組織力強化の取組みについて報告する。

（水土の知90-3，pp.25～26，2022）
農業農村整備，農村振興技術者，稼げる農業の確立，さ
が園芸888運動，農業振興ビジョン，流域治水

（報文）
湛水深遠隔監視が大規模稲作農家の水管理に与える影響

清水　海斗・飯田　俊彰・木村　匡臣・浅田　洋平

　現在わが国の水田稲作では耕作者 1人当たりの耕作面積の
増加により，�ICTの利活用による省力化が期待されているが，
農家が ICT機器の導入を検討するための判断材料を提供する
ことが課題となっている。そこで本研究では，茨城県にある水
稲作中心の大規模農業生産法人を対象農家とし，湛水深遠隔監
視装置を導入した際の農家の水管理の変化を実証的に明らかに
した。特に，湛水深の変化に細やかに対応できるか，水管理労
力が削減できるのかの2点を定量的に評価した。さらに湛水深
遠隔監視装置が実際に役立った状況とその活用方法について明
らかにした。

（水土の知90-3，pp.29～33，2022）
水田灌漑，水管理，IT，遠隔監視，労力

（技術リポート：北海道支部）
アイスピグ管内洗浄工法を用いた既設管の洗浄事例

河端　亮一・中川竜一郎・柏谷　義博

　道営水利施設等保全高度化事業紋別小向地区にて営農用水施
設の改修計画を実施するに当たり，既設管に縦・横断的な曲点
部がある場合には従来工法（物理的ピグによる高圧洗浄）によ
る管内洗浄が困難であった。本報では，管曲部も洗浄可能な流
体（特殊アイスシャーベット）を用いた「アイスピグ管内洗浄
工法」による管内洗浄事例について報告する。この工法を用い
て管内洗浄を実施した結果，アイスシャーベットを管内に圧
入・洗浄することで管路の材質・曲点部等の線形に制約を受け
ず管内が詰まることなく洗浄が可能となった。このとき目視に
より流下水の洗浄効果を確認しながら，アイスシャーベット製
造後から4時間以内で安全・確実に施工できることも確認した。

（水土の知90-3，pp.34～35，2022）
営農用水施設，改修計画，既設管利用，特殊アイスシャー
ベット，アイスピグ管内洗浄工法

（技術リポート：東北支部）
ため池改修に係る軟弱地盤対策

中島　雅樹

　福島県の農業用ため池は老朽化が進んでおり，東日本大震災
で数多くが被災したことから，平成25～27年度にため池一斉
点検を実施した。釜池（矢吹町）も早期の整備が必要と判断さ
れた農業用ため池であり，本報では，整備に当たり軟弱地盤対
策として実施したプレロード工法について，工法選択の経緯，
施工方法，施工管理，プレロード盛土の実施後の経過を紹介する。

（水土の知90-3，pp.36～37，2022）
ため池改修，防災・減災，施工事例，軟弱地盤，圧密沈下，
プレロード工法

（技術リポート：関東支部）
地域制約を考慮したため池の整備計画の検討

山口　　慧・山田　孝大・太田　純治

　銚子の口ため池は，東京都八丈島の南東部に位置する農業用
ため池である。大正7年に築造されたもので歴史が古く，下流
域に堤ヶ沢ため池を擁する親子ため池となっている。アース
フィル型のため池で，堤体の天端は島内循環道路（都道）に利
用されているが，築造から約 100年が経過しており，老朽化
による決壊が危惧されている。本報は，堤体天端となる都道の
機能維持といった地域制約を受け，ボーリング等の土質調査も
充分に行うことが難しい状況下で，非破壊手法による物理探査
により現況把握を行い，整備計画を検討している事例について
紹介する。

（水土の知90-3，pp.38～39，2022）
親子ため池，地域制約，土質調査，物理探査，安定計算，
整備計画，押え盛土



（技術リポート：関東支部）
埼玉県比企地域のため池整備

松本　光雄・西川　　武

　埼玉県比企地域では，ため池特措法に基づく防災重点農業用
ため池に指定されている 159カ所の農業用ため池について，
令和4年度に耐震調査等の詳細調査を行い，改修工事等の防災
対策を講じる必要性を判断する予定となっている。大沼（大）
地区は耐震調査により安全性が不足した結果となったため，工
事としては 2事例目として令和 3年度から整備に着手してい
る。現時点で相当数のため池が要整備と判断されており，本報
では，今後の比企地域のため池整備の現状と課題について報告
する。

（水土の知90-3，pp.40～41，2022）
比企地域，防災重点農業用ため池，大沼（大），詳細調査，
防災工事等推進計画，ため池特措法

（技術リポート：京都支部）
高山溜池における洪水調整機能強化の取組み

大野　公男・玉垣　直子

　高山溜池は戦後まもなく築造され，貯水量580千m3，堤高
23.4 mを誇る奈良県内四大ため池の一つである。完成時には
530 haの受益を持ち，農地転用が進んだ現在も244 haの農地
を潤す貴重な水源となっている。しかし，施設の老朽化対策が
急務であること，また，近年頻発する集中豪雨から下流域を守
る「治水対策」の機運の高まりを受け，施設更新とともに洪水
調整機能を併せ持つため池へと改修する事業に取り組んでい
る。本報では，洪水調整機能を強化する手法の検討経緯につい
て報告を行う。

（水土の知90-3，pp.42～43，2022）
ため池，洪水吐，洪水調整，スリット，治水利用

（技術リポート：中国四国支部）
レンコン畑における情報通信技術の活用試験

三好　唯尋

　近年，情報通信技術の発展が目覚ましく，インターネットに
接続する機器，機械等（IoT）の開発が着々と進んでいる。農
業の分野においても，従来の農業技術に情報通信技術を組み合
わせた，いわゆるスマート農業の技術は，超省力化・高品質生
産を可能とする新たな農業を実現している。山口県内での普及
は，まだ発展途上の初期段階といった状況であり，スマート農
業の普及のためには，その確実性と恩恵の享受に関して農業者
の理解を得る必要がある。本報では，スマート農業の実証モデ
ルとして取り組んだ，レンコン畑における情報通信技術の活用
試験の状況について報告を行う。

（水土の知90-3，pp.44～45，2022）
情報通信技術，スマート農業，自動給水栓，レンコン畑，
実証実験

（技術リポート：九州沖縄支部）
仲原地下ダムの排水トンネルにおける空洞センシング調査

山田　茂昭・比嘉真一郎

　宮古島の仲原地下ダム造成に伴う地下水位の上昇に対応する
ため，貯留域低地部の地表排水対策が必要となった。しかし，
そのために計画した排水トンネル路線で空洞の存在が予測され
た。そこで本報では，事前に空洞センシング調査（リモート空
洞測定システム）を活用し，空洞形状，規模を確認し，排水ト
ンネル施工において空洞区間を通過するまで，事前の排水トン
ネル施工の対策工を検討した。検討を反映することで排水トン
ネル施工は，工期遅延や計画の手戻り等のリスク回避，計画的
な資材調達等で，円滑な工程管理を達成した。

（水土の知90-3，pp.46～47，2022）
地下ダム，排水トンネル，空洞調査，リモート測定，空
洞対策工
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